
５－２ 広里地区湿原再生
5.2.1 環境省の釧路湿原「自然再生事業」の基本方針 
 「釧路湿原の河川環境保全に関する提言」（平成13年３月：釧路湿原の河川環境保全に関する検討委
員会（辻井達一委員長））のうち、国立公園等自然環境の観点から調査・計画・事業を強化・推進する
ため、環境省として、自然再生事業を実施。 

 
農地農業との両立
(農地保全・生活環境確保等) 

地域づくり
(国立公園利用・観光利用等)

自然環境(湿地等)の保全・修復  
 
 
 ◆自然再生事業の当面の目標 

 すぐれた自然環境を有する国立公園「釧路湿原」の現状を維持（現状の湿原 
の面積・状態を総量として維持）することを当面の目標とする。 
 
このため、 
①これ以上の湿原の減少・劣化をできる限り防止する。 
②人為により消失・ 劣化した湿原を再生し、湿原の生態的機能を回復させる。 

 
◆目標水準の設定 

    ・事業実施地区毎に目標像となる地区（標準区）の設定を検討。 
    ・生態学的判断、水管理技術上の判断に加え、地域合意が必要。 

 
◆確保すべき基礎条
件例 
・既存の湿原生態系への
影響の最小化 
・出水時の下流･周辺へ
の影響の最小化 
・生活の安全性の確保 
・産業への影響の最小化

 
 
 
 公園利

用･観光
実態調
査 

 
 
 
 

◆自然再生事業の基本的考え方（特徴）
＜パイロット事業・コアバッファー＞
○ 湿原全域（上・中・下流域の全て）を対象として、多様な自然再生事業を実施。
○ 事業の緊急性の高い箇所から自然再生のパイロット的事業として順次着手。
○ コアとバッファーの考え方を湿原全域及び各事業地区毎に導入。（湿原のﾊ ｯ゙ﾌｧｰ地域で事業を重点的実施、
各事業地の周辺にはﾊ ｯ゙ﾌｧｰを設定。） 

＜各省等連携・市民参加・情報公開＞ 
○ 関係省庁、地元自治体等と連携し、事業を効果的・総合的に実施するとともに、市民・ＮＰＯ等による事業参加
を具体的に検討。   ※市民参加型自然再生活動モデル事業の実施を検討。 

○ 調査・事業の各段階で情報を広く公開し、地域合意の下で事業を展開。 
○ 環境学習・普及啓発活動にも積極的に活用。 
データに基づく丁寧な事業＞ 
○ 自然環境データについては、国立公園指定以来既にかなりのものが蓄積しており、また昨年から既存情報
の総合データベース化を実施中。さらに、事業に伴う自然環境詳細（補完）調査を実施し、これらの自然環境
情報に基づき、事業内容を検討。 

 ○地域の自然環境の違い（例えば低層湿原・高層湿原）に応じて、地域に即した事業内容を詳細に検討。 
 ○施工は、生態系を破壊しないよう丁寧に実施。（機械にできるだけ頼らない、現地産資材を使用する等） 
＜モニタリング・順応的管理＞ 

 ○自然環境の再生状況をモニタリングしながら、その評価を事業にフィードバックし、事業内容を柔軟に見直し。 
業実施による効果を客観的に評価するために、事業実施地区近傍に標準区を設定し、生物多様性や土砂堆積等
具体的な指標に基づき科学的な比較分析を実施。 

 
 
 
 
 地域保

全利用
方針 

 
 
 

＜ 
 
 

  
  

  
・国立公園
計画 
･保護及び
利用施設
計画

事 
の 

 
◆自然再生事業内容（メニュー）例 上流域

(茅沼等)
中流域 

(達古武等) 
下流域 
(広里等) 

■湿原の再生（乾燥化しつつある湿原の回復、荒地等の再湿原化等） 
○湿原に侵入しているハンノキ林の除去 
○荒地・草地の地盤の掘り下げ 
○湿原植生（ヨシ・スゲ等）の植栽 

  ○湧水地の再生        など 

 
 
◎ 
 

 
 
○ 

 
 
◎ 
 

■野生生物生息生育環境整備 
○タンチョウの営巣環境の整備（ヨシ原整備） 
○タンチョウのねぐら環境の整備（不凍水路整備） 

  ○キタサンショウウオの生息地の整備（池沼等整備）など 

 
◎ 

 
○ 

 
◎ 
 

■土砂流入対策 
○湿原周辺地域における植生復元 

  ○河畔林、沈砂地整備      など 

 
○ 

 
◎ 

 
－ 

・国立公園
利用施設
整備 
(木道・歩道・
展望地・キャ
ンプ場・ビジ
ターセンター
等) 
･保護施設
整備 

               ＊当面、◎について、13年度補正・14年度予算による重点的な事業実施を検討
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環境省自然再生事業候補地域

達古武地域

広里地域

広里地区

幌呂地域

茅沼地域

温根内地域

 

-50- 



5.2.2 広里地区の調査・事業の進め方について 
 
●広広里地区の調査・事業のフロー 
【目的】 「釧路湿原自然再生事業基本方針」に基づき、広里地区の自然をパイロット的に再生すること。 
   
 
【予備作業・検討】 
   Ⅰ．植生群落区分により地区内をゾーニング 
     （→7区分（ヨモギ・牧草、ヨシ、ハンノキ、ホザキシモツケ等）となる。） 
   Ⅱ．地区内の再生事業の優先検討順位を検討 

 （→①農地造成跡地の湿原再生、②ハンノキ林の湿原再生 とする。） 
   Ⅲ．再生サイト（再生区）に対するリファレンスサイト（標準区）の候補地検討 

 （→広里地区内に設定が可能。） 
 
 
【目標設定】  

①農地造成跡地→1960年代後半（＝広里地区の農地造成前）の姿に再生することを目標とする。 
②ハンノキ林 →調査結果を踏まえ、検討する。 

   
【評価項目の検討】 
   評価項目：植生（組成・構造） 
        動物（タンチョウ・キタサンショウウオ等の注目種、生物多様性） 
        物理環境（水位、水質、地下水の流れ） 

 
【調査】 
 広里地区詳細環境調査 
  ◆植生詳細解析調査：現存植生と環境条件（水位、水質、地形等）の対応関係を明らかにし、農地造 

成跡地やハンノキ林の処理の方針を検討する。 
◆地下水動態解析調査：地区内の地下水収支（動態）の現況を把握・分析し、再生サイトでの最適な

事業内容を検討する。 
◆ 野生生物等詳細調査 
◆ タンチョウ・キタサンショウウオの生息実態・特性調査 
◆ 詳細地形図（標高図）作成調査、植生略図（現存・過去）作成調査   

 
    調査結果を踏まえ、【目標設定】及び【【評価項目の検討】にフフィードバック 
 
【事業内容・手法の検討と仮説設定】 
 
【事業実施】 
 
【モニタリング実施・評価、仮説検証】 
 
【見直し】 
 
 

-51- 



5.2.3 広里地区詳細環境調査概要 

(1)調査目的 

広里地区における自然再生事業は、当該地区内の農地造成跡地を 1960 年代後半の湿原に再生

すること等を目標としている。そのためには、事業実施区(再生サイト)及び標準区(リファレン

スサイト)を含む地域の物理化学的、生態的環境を広域的かつ定量的に捉え、生態的環境と物理

化学的環境との関係を科学的に解析する必要がある。この解析に基づき、現状及び再生すべき湿

原の構造を把握し、再生事業の内容・手法やモニタリングの項目・手法等を検討することが可能

となる。 

そこで本調査では、植生詳細解析調査、地下水動態解析調査、野生生物詳細調査、詳細地形図

作成調査等を行い、検討に必要な資料を収集し解析することを目的とする。 

 

(2)調査地 

北海道釧路市広里地区 約260ha 

 
(3)調査項目 

1)植生詳細解析調査 

詳細植生調査、樹齢調査、埋土種子調査、土壌水の水質分析 

2)地下水動態解析調査 

地質調査、水位観測(地下水位、河川水位)、地温・水温調査 

3)野生生物等詳細調査 

哺乳類調査 

鳥類調査(鳥類相、タンチョウ行動圏調査、タンチョウ採餌環境調査) 

爬虫類調査、両生類調査(キタサンショウウオ) 

昆虫類調査、土壌動物調査 

気象調査（雨量、気温） 

4)詳細地形図作成調査 

 
 (4)調査内容 

1) 植生詳細解析調査 

a. 詳細植生調査（現存植生タイプの把握、現存植生図作成） 

広里地区に現存する主要な植生タイプを決定し、その種組成を明らかにする。 

それを基に、広里地区に現存する主要な植生タイプの平面分布を明らかにする。 

ｂ. 水位・水質環境の現状把握 

広里地区における水位・水質環境の現状を把握し、植生分布との対応関係を明らかにする。 

再生サイト、リファレンスサイトにおける植生と環境間の関係が広里地区全体からみた場合に

どのように位置づけられるかを明らかにする。 

c. ハンノキ萌芽の要因解析 

広里地区中心部に分布するハンノキ萌芽林の成立時期及び成立要因を明らかにする。 

d. 再生サイト土壌における埋土種子の評価 

表土剥ぎ取り処理に際し、再生サイト土壌中の埋土種子からの植生再生を行うことにより、本

来そこに発達していた個体群と遺伝的・種組成的に同じ植生の発達が可能となる。従って、再生

サイトの土壌が有する有効な埋土種子を量的・質的に把握し、表土剥ぎ取り処理後の植物再生ポ

テンシャルを検証する。 
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 2)地下水動態解析調査 

広里地区現湿原区域および湿原再生サイトにおける地下水収支(動態)を、現地透水係数、地下

水位、水質調査と共に、3 次元地下水モデルを用いた数値解析により把握し、広里地区現湿原区

域および湿原再生サイトの地下水収支の相違を明らかにする。 

再生サイトでリファレンスサイトの地下水収支に近づけるよう 3 次元モデルを用いて予測し、

効果的・最適な施工法を検討する。再生事業後は、BACI(Before、After、Control、Impact)デザ

インを用いて効果の検証を行う。 

 

※ 上記(1)(2)調査のため、広里地区内の約150地点に地下水位計等を設置。そのうち約120地点

で1,2ｍ四方のコドラートを設置し詳細植生調査を実施。 

 

3)野生生物詳細調査 

a. 広里地区に生息する動物（哺乳類、鳥類、両生爬虫類、昆虫類、土壌動物等）の現況を 把握

する。 

b. 広里地区に生息するタンチョウの行動実態を把握（高所作業車からタンチョウの行動を観察）

するとともに、採餌場所と採餌しない場所における餌資源を把握する。 

c. 広里地区におけるキタサンショウウオの生息分布調査、行動調査、食性調査、生息環境調査等

を実施する。 

ｄ. 再生サイトとリファレンスサイトでは、高精度の野生生物調査を行い、再生後のモニタリン

グ等による評価をするための基礎資料とする。 

 

4)詳細地形図作成調査 

 レーザープロファイラ（ヘリコプター等から地上へのレーザー光線の反射による計測システ

ム）により、広里地区内の詳細地形の把握、ハンノキのバイオマス量の把握等を行う。 

 

 (5) 調査時期 

調査項目毎の調査時期は、下表のとおりである。 
調査月

調査項目 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月

細解析調査 植物相調査 ● ● ●

群落組成調査 ●

樹齢調査 ●

埋土種子調査

土壌水分析 ● ●

地下水動態解析調査 地質調査 ●

水位観測 ● ● ● ● ● ●

地温・水温調査

物詳細調査 哺乳類調査 ● ● ●

鳥類調査 タンチョウ 行動圏調査 ● ● ● ● ● ● ●

採餌環境調査 ● ● ● ● ● 魚類、水生昆虫、甲殻類、貝類など

鳥類相 ● ● ● ●

爬虫類調査 ● ●

両生類調査 キタサンショウウオ ● ● ●

昆虫類調査 ● ● ●

土壌動物調査 ●

気象調査 雨量・気温

詳細地形図作成調査 ●

平成14年 平成15年
備考

 

 
植生詳
 

 

 

 

 

 
野生生 
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5.2.4 広里地区の調査解析状況及び試験的事業の内容(案) 

 

(1)調査・解析の状況 

広里地区においてこれまで行った調査の結果､主として次の事柄が判明した。 

1)ハンノキ林 

・1945 年から 1999 年までの複数の航空写真によりハンノキ林の拡大を確認。 

2)土質 

・泥炭層の厚さは 1.5ｍ程度。農地跡地ではで泥炭層の上に有機質上層が堆積。また旧

雪裡川沿いには砂質土層が堆積。 

3)地下水位 

・旧雪裡川下流の河川水位やその付近の農地跡地の地下水位は､潮汐の影響を受けてい 

る。 

・地下水位は､中央部のハンノキ林部分がお椀状に高く､旧雪裡川に向けて低くなる。 

・地表面と地下水位の差は､農地跡地部分で特に大きく､乾燥化が進んでいる。 

・明渠排水路には､部分的に地下水位を下げる働きが残っている。 

4)埋土種子 

・農地跡地土壌の埋土種子の発芽実験では､湿原植物の発芽は多く見られなかった。 

5)植物群落と立地環境 

・調査ポイントの主成分解析の結果､農地跡地部分と湿原植生部分では､地表面水位な

どいくつかの主成分の違いが､その立地に大きく関係していることを確認。 

・土壌水水質測定の結果､農地跡地では過去の施肥や土壌改良例が原因と考えられる影

響を確認。 

6)タンチョウ 

・広里地区でタンチョウが 1 番営巣・繁殖。6、7 月には南側の農地跡地を餌場として

利用していたが､8 月以降は北側に移動。 

7)キタサンショウウオ 

・いくつかの個体を発見。年度内に行動調査等を実施予定。 
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(2)農地跡地における試験的事業の内容（案） 

上記調査結果を踏まえた今年度の試験的事業として､次の内容が考えられる。 

なお､今年度の事業は､旧雪裡川の水位を現状レベルと設定し､この条件下で可能かつ

今後の本格的再生事業の実施に向け､その手法検討上有効と考えられる試験的施工（事

業）を行う。 

1)再生サイト 

・再生サイトは､Ｂラインの農地跡地付近に設定する（図 5-2-1 参照）。 

2)リファレンスサイト（標準区） 

・リファレンスサイトは､イワノガリヤス－ヨシ群落のうち比較的条件が安定している

Ｅライン付近に設定する（図 5-2-1 参照）。 

3)試験的事業 

・再生サイトでは､約 1ha の区域の中で､以下の観点から異なる手法により施工する実

験区（5×5m 程度）を設け､湿原の再生状況を比較する。 

 ①表土（有機質土壌）のみの剥ぎ取り 

 ②地下水位レベルまでの土壌の剥ぎ取り（数十㎝から 1ｍ程度） 

 ③表土を剥ぎ取った箇所に遮水区を設け少量の水を供給し､一定の地下水位レベル

を確保 

 ＊①～③それぞれについて､ヨシ､イワノガリヤス等を播種する場合としない場合の

両方を実験施工。 

 ＊実験区の数は､30（3 パターン×2（播種の有無）×5（同一パターンの繰り返し））

程度を予定。これらを約 1ha の再生サイト内に設置。 

・明渠排水路の一部埋め戻し等により､地下水位の上昇とその影響について把握するた

めの実験を行うことを検討。 

4)付帯工事 

・広里地区全体及び再生サイトのモニタリング及び監視を行うためのカメラの設置を

検討。 

 

(3)ハンノキ林の追加調査（案） 

・航空写真による年代別樹高解析､レーザープロファイラ分析によるバイオマス量の解

析､年輪調査等により､再生事業におけるハンノキ林の取扱いを引き続き検討。 

・ミズゴケが生育する部分を中心にハンノキを小面積（5×5m 程度､数ヵ所）実験的に

除去し､ミズゴケ群落等へ与える効果､影響を測定。 
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図 5-2-1  広里地区自然再生事業地区 
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-57- 広里地区空中写真(作成：松原健二) 
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